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し， その結果を踏まえ，（l）統計の早期公表 (2)統計精度の改善 (3)表示 ・加工方法の改善 (4) 


































































































『国家公務員制度改革』においては， I.行政改革の必要性について， l 競争力のある国づ
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総務庁（統計基準部） i , !-：ニ（統計調査の総合調整 調査内容， i 
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調査」（以下，「経団連アンケート」）を実施した。
より良い統計システムを目指して～具体的改革へ向けた提言～
①報告者負担の軽減のために
経団連では，従来より報告者負担の軽減を求めてきたが，今回の「経団連アンケート」によ
り，改めて相当割合の企業が官庁統計に負担感を持っていることが確認された。アンケートに
よると，回答企業の79.2％が負担を感じており，数年前との比較でも， 57.9％は負担感に変化
があったとは考えていないばかりか， 33.1％は負担が増大したと回答している。負担の内容に
ついては，ー調査あたりの回答に時間がかかる，類似した調査が多いとの声が多い。また，報
告者の77.5％は，不要統計を廃止することによる抜本的な負担軽減を強く望んでいることも判
明した。以下ではこうした意見を踏まえて報告者負担軽減のための具体策を記す。
②不要統計の廃止
報告者負担軽減策として「不要統計の廃止」の要望が強い理由は，単に実施されている官庁
統計の数が多いということだけでなく，必要性に疑問を感じたり，重複があると感じる統計が
多いことがあげられる。統計の内容については，経済杜会の変化にあわせて，必要となる統計
の拡充を図るとともに，重要性の薄れた統計の簡素化・廃止というスクラップ・アンド・ビル
ドを基本に，不断の見直しに努める必要がある。
③全調査項目の把握，規格の統一，重複排除
報告者負担が問題とされる背景の一つは，行政側が全官庁統計を統一的に把握していないこ
とである。総務庁統計基準部が把握している統計は，指定統計・承認統計・届出統計に限られ
る。これらの他に，実際には各種アンケート調査，所管官庁への業務報告等，企業は官庁から
様々な形で報告が求められている。このことが，必要性に疑問を感じたり，璽複があると感じ
る統計が見直されることなく残存したり，いわゆる「ヤミ統計」の存在を許す一因になってい
ると考えられる。
こうした状況を解決するためには，次のような対策を講じるべきと考える。
第一に，全ての官庁統計調査（アンケート調査を含む）を一つのデータベースに登録する。デー
タは，項目ベースでの検索が可能な形で保持することが必要である。第二に，検索機能を活用
して各調査を項目ベースで比較し，重複項目や不必要と思われる項目の洗い出しを行い，調査
項目の統合・整理を固る。
④統計調査・行政情報の総合的活用
また，省庁相互間のデータの利活用が十分行なわれていないことも報告者の負担惑を高めて
いる。端的な例は企業の基本情報（いわゆるフェース項目）である。前記(1)の重複項目の排
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除努力とともに，こうした各調査の共通事項は，行政側で一元的にデータベースを構築し，管
理すべきである。各省庁間で統計情報の共有が進まないことが．報告者負担の軽減が進まない
大きな要因の一つとなっていることを強く認識すべきである。同時に．「行政記録の活用」につい
ても早急に検討すべきである。
⑤オンライン報告の導入
情報通信技術の改善・普及に伴い，行政サイドにおいても「行政の情報化」に取り組んでい
るところであるが．官庁統計に関する官民間の情報交換については，大きな進展が見られない。
オンライン報告については経済企画庁「機械受注統計調査；で1997年8月より実験的に開
始されたほか，郵政省「通信産業実態調査」でも実施が予定されているが現段階での構想は，
対象が少数の一部の調査に限られている。オンラインネットワーク化が進展している中で，今
後は企業を対象とした調査については．できる限り同一手順で回答できるようにシステムを整
えるべきである。なお，システムの構築にあたっては，省庁間でデータの交換が可能となるよ
う，官庁全体で統一的なものとすべきである。
⑥報告時間・ペーパーワーク削減法の導入
報告者負担の軽減を図るための具体的な手法として，報告者負担を計測し，指標化すること
が考えられるc 欧米諸国においては現にこうした考え方のもとで「報告時間＿という指標を
導入し，報告負担軽減を実現するための法的手段として「ペーパーワーク削減法」を制定して
効果をあげている。
「報告時間」とは，報告に要する負担を時間換算するもので，米国では政府機関の情報収集
文書には，必ず報告時間の推定値を示すことが要請されており， この時間はデータベースで一
元管理される。「ペーパーワーク削減法」は．報告者側の負担と政府側の情報収集コストを最
少化するとともに収集されだ情報の有用性を最大化することを目的としており．前述の「報
告時間」（または報告費用）の総量に「キャップ」をかけ．これを徐々に引き下げることを企
図するものである。わが国と同じく「分散型」統計行政を採用している米国等において． こう
した基準が使われ．報告者負担の観点が失われがちであるという「分散型」統計行政の欠点が
補われていることは．大いに参考になるところである。我々は．わが国においても同様の指標
を導入する必要があると考える。
⑦利用者利便の向上のために
民間企業は．各種統計を経営計画の策定等につなげているほか，これをビジネスに利用して
いるシンクタンク等も多く存在する。経団連では「経済統計の整備に関する報告書ー (1996年
1月16日）で， GDP統計公表早期化，消費者物価指数の見直し（品目ウェイトの見直し周期
の短縮，調査対象店舗の見直し），利便性向上等を主張したが，今回改めて，官庁統計の利用
72 —経営論集—
者としての意見を取りまとめた。
今回の「経団連アンケート」によれば．利用者は，精度よりも速報性を重視するという傾向
が圧倒的に強いこと， より詳細・豊富な情報を，可能な限りインターネット経由で， 自ら加工
できるかたちで入手したいと考えていることが特徴的であった。以下では， こうした意見を踏
まえて，利用者利便の向上のための具体策を記す。
⑧アクセスの改善
インターネットでのデータ提供
民間企業，シンクタンクでは，統計データについては (1)インターネットによる入手，（2）自
らのパソコンで加工処理できる形での提供を強く要望している。現在，各省庁ではホームペー
ジを開設し，一部統計データをダウンロードできる仕組みを整えつつあるが，その種類・量・
質とも利用者のニーズを満たすまでには達していない。利用者が加工処理可能なデータの，イ
ンターネットによる提供サービスを急ぐべきである。
検索用統計インデックスの作成
指定・承認・届出調査については，総務庁統計基準部作成の「統計調査総覧」に収録されて
いるが，紙ベースであり，調査項目の検索にかなりの時間を要する。現在，統計情報を検索で
きるシステム「統計情報インデックス」が開発中であるがこうしたシステムを早急に作成す
べきである。
⑨調査結果の公表早期化
わが国の官庁統計は，正確性においては世界的に定評があると言われているが，調査結果公
表までに時間がかかり過ぎるとの批判も多い。特に，景気関連統計には速報性が求められるも
のが多いため，集計の迅速化や推計方法の改善等によって，できる限り公表を前倒しする必要
がある。
⑩発表スケジュールの事前公表
わが国の官庁統計は，主要経済指標においても公表時期が直前までわからないものが多い。
これは内外エコノミストの間で不評である。米国並みに調査結果の公表時期の年間スケ
ジュールを予め公表し，統計の使い勝手や信頼性の向上に努める必要がある。
⑪情報の更なる開示
l)統計情報の開示ルールの確立
官庁統計は，調査結果が全て公表されているわけではない。調査結果は公共財であるとの認
識に立ち， プライバシーに関するもの以外及び報告者から了解を得るべき事項以外の情報は
必ず開示するとの原則を確立すべきである。
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2)マイクロ・データの提供
企業や民間シンクタンク等では，調査結果について，実施官庁とは異なる角度から分析した
いとのニーズが多い。民間部門による経済社会分析や政策提言ニーズに応えるべく，可能な限
りマイク白・データを提供し．統計情報の利用価値を高めることが必要であるc
3)推計方法の開示
加工統計については推計方法が明らかでないため公表結果の信頼性を損ねているものが
ある。統計の信頼性確保， さらには迅速・正確な推計手法の開発のためにも，現行の推計方法
を全面的に開示すべきである。
⑫官庁統計に更なる改菩の仕組みをビルトインするために
官庁統計の改善を図るためには報告者負担と利用者利便のバランスに配慮できる体制を構
築することが必要である。以下では，その具体的な方策を記す。
⑬統計関連法規の見直し
統計報告調整法では各省が統計調究の承認申請を行なった場合，既存の承認統計との間で
調整を要するかどうかが承認基準の一つとして挙げられている。他方，同法で他省庁の権限を
不当に侵害してはならないとの規定があるため，総務庁による総合調整機能は．極めて限られ
たものとなっている。このため．冒頭で述べた通り，報告者負担の軽減が図られない，類似調
在が多い，といった問題が生じている。中央省庁再親の際の設置法の見直しに合わせ，統計法，
統計報告調整法を改正し，報告時間等のコスト総醤抑制のための調整権限を強化すべきであ
る。
その際経済統計の実施を一つの機閃に集中させることも検討すべきである。「経団連アンケー
ト」でも示された通り，報告者負担軽減のためには，統計行政は「集中型」にすべきとの意見
が圧倒的に多いc 総合調整機能を強化し，報告者負担の軽減を図るためには．統計調査の企画
立案は各省庁に委ねるとしてもその実施主体は一つの機関に統合すべきと考える。
⑭統計審議会の抜本的見直し
統計審議会の委員には，報告者代表は含まれておらず，民間の利用者代表は一人のみである。
今後の官庁統計全般のあり方や，個々の統計調査の改善を図るためには，学者，行政，報告者，
利用者の各代表をバランス良く配することが不可欠である。
統計審議会には，次に述べる「統計行政の新中・長期構想」（以下．「新中・長期構想」）のフォ
ローアップに加え，わが国経済社会を的確に把握するとの観点から官庁統計全般を見直すこ
と，特に不要になった統計を廃し，必要な分野の統計を充実させる「統計のスクラップ・アン
ド・ビルド」を行なうことを是非とも検討すべきである。
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⑮「新中・長期構想」の検証
統計審議会では， 1995年3月に「新中・長期構想」を発表し，官庁統計のあるべき姿を提言
している。同構想には，「第3章報告者負担の軽減」「第4章調査結果の利用の拡大」など，
経済界の要望も盛り込まれており，これに沿って，プレプリント方式が活用されるに至るなど，
一部に改善が見られることも事実である。
同構想は， 10年程度先を目途としたものであるが，その進捗状況についてフォローアップ
が行なわれておらず，必ずしも実効があがっているとは言い難い。特に，報告者負担の軽減を
目的に提言されている「報告時間」の開発については，［2年を目途に研究開発を行なうこと
が適当』とされながら，構想発表後4年近く経ってもその成果は報告されていない。統計審議
会においては，「新中・長期構想」の進捗状況の評価，及び今後の具体的改善策について，可
及的速やかに，例えば1999年度中と期限を区切って提言を取りまとめることを要望したい。9
以上
